［連携型イノベーション研究開発事業］
課題解決型研究開発促進事業
平成２５年度　提案書　様式
提出書類チェックシート
  ■提出漏れがないか、また指定枚数内で記載されているかどうかチェックして同封してください。
	テーマ名：



	
	 チェ
 ック
 欄

	提 出 物


	提

出

書

類



	□

□

□

□

□

□

□

□

□


	 提案書（表紙）　　　　　　　　　　　　（【様式１】：２枚）
研究開発内容等説明書　　　　　　　　　（【様式２】：６枚以内）
事業計画　　　　　　　　　　　　　　　（【様式３】：２枚以内）
販売計画　　　　　　　　　　　　　　　（【様式４】：１枚）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ･ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ経歴書　　　　　（【様式５】：２枚）
構成メンバー一覧表　　　　　　　　　　（【様式６】：１枚）
構成メンバー(企業)の概要　　　　　　　（【様式７】：必要枚数）

構成メンバー(大学等研究機関の概要)　　（【様式８】：必要枚数）
提案総額内訳表　　　　　　　　　　　　（【様式９】：１枚）


	
	□
	ＣＤ－Ｒ　提案書の内容がすべて記録されたもの　（１枚）


	添
付
資
料

	□
□
□

□

□
	提出書類チェックシート（１枚）　（本紙）
代表企業の登記簿謄本（履歴事項全部証明書。発行後３ヶ月以内のもの）
（２部。うち１部はコピー可）

代表企業の直近の決算（営業）報告書（１期分）又はそれらに準じるもの（２部）
代表企業の株主一覧表（出資者及び出資額の一覧が記載されている書類）（２部）
グループを構成する企業・大学等研究機関の概要がわかるパンフレット等（２部）


  ■通しページは【様式１】を１ページとし、提案書下中央に打ってください。
　■各様式は、枚数を厳守してください。
　■ＣＤ－Ｒは、代表企業名、テーマ名がわかるようにしてください。
記載に係る注釈事項は提出時には削除願います。
　【様式１】

平成　　年    月    日
提  案  書
公益財団法人京都産業２１

理事長　村田恒夫  様

押印は不要です。　企業と大学等研究機関の連名で記載
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者（代表企業・府内本社中小企業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 企業名：                              　
　　　　　　　　　　 住  所：〒　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　 役　職：　　　　　　　　　 　           

      　　　　　　　氏　名：　　　　　　　　　 　           
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者（大学等研究機関）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学等名：　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所：〒　　　　　　　　　　　　　　

役　職：　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者（その他の企業、大学等研究機関）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業等名：　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所：〒　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役　職：　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　
課題解決型研究開発促進事業について、下記のとおり提案します。
記
１.テーマ名
「・・・・・・・・・の製品化に向けた研究開発」
事業内容を的確に表現した簡潔な名称を記載
２．実施期間

　　　平成２５年度～２６年度（１年間）
３．提案事業費
	
	提案事業費総額

(税込)
	うち補助対象経費(税抜)
	うち支援希望金額

(税抜)

	平成２５年度
	千円
	千円
	千円

	平成２６年度
	千円
	千円
	千円

	合  計
	千円
	千円
	千円



４.担当者（窓口）
企業名又は機関名：
住　所：〒
役　職：　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：

電子メール：
５.総括代表者（プロジェクトリーダー）
企業名又は機関名：
役　職：　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
電子メール：
６.副総括代表者（サブリーダー）
企業名又は機関名：
役　職：　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
電子メール：

７．推薦コーディネータ
機関等名：
役　職：
氏　名：
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
電子メール：

　京都産学公連携機構へのコーディネータ登録（　登録済　・　手続中　）
【様式２】　様式２全体で、６枚以内。
<研究開発内容等説明書>
	代表

企業名
	
	構成

メンバー
	

	テーマ名
	研究開発の内容を的確に表現した簡潔な名称を記載

	分　　野
（複数選択可）
	□環境・エネルギー関連技術分野
	□ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ・ｳｪﾙﾈｽ関連技術分野

	
	□ＩＣＴ・コンテンツ関連技術分野
	□その他（　　　　　　　　　　　　　）



	１．事業化計画の概要（開発の背景・経緯など）

	（１）提案者(代表企業)が目指す分野、製品・サービス等とともに、開発の経緯やこれまでの成果についても、記載してください。

（２）事業化を目指す製品・サービス等に係る先行技術、代替技術、競合商品・サービス等を記入し、これに対する新規性や性能面・価格面などの優位性、強みを具体的に記載してください。

	２．事業化に向けて解決を必要としている技術課題の内容

	技術課題の内容、困難度、緊急度などを記述してください。
なお、複数の課題がある場合は、原則すべて記載ください。

	３．大学等研究機関のもつシーズ・知見の内容と課題解決への活用方法

	２．の技術課題に対し、どのようなシーズを用いて、どのような方法で解決を図るのかを記載してください。

なお、これまでの検討経過があれば、その点も記載してください。

	４．研究開発の目標

	今回の補助事業期間終了時に達成しようとする技術目標について、極力数値化の上、記載してください。

	５．補助事業期間内の研究実施計画

	今回の補助事業期間内における試験等実施項目・実施内容等について、【様式３】事業計画との整合に留意の上、年度毎に具体的に記載してください。

（１）平成２５年度

（２）平成２６年度



	６．補助事業終了後の事業化計画

	（１）補助事業終了後に予定される事業化に必要な、量産設備の導入の有無、プロモーションや販売体制構築などの計画について、スケジュール感と共に記載してください。

（２）【様式４】販売計画に記載の数値的根拠を明瞭かつ具体的に記載してください。

販売計画を、生産・販売・市場獲得などの具体的な事業内容を反映して記載してください。

（３）販売以外での地域経済・社会に貢献する要素について、アピールしたい点があれば、ここに記載してください。


	７．販売・普及のスキーム図

	　研究開発終了後に想定される製造・販売ルートを、仕入先・外注先・販売先・ユーザー企業と関連させて、１枚以内に記載してください。

	８．企業と大学等研究機関との協力関係・役割分担

	各々がどのような役割を担うか、

技術面等において用いる各々の強みやノウハウ等、
従来からの協力経過がある場合は、いつ頃からか等

を記載してください。

	９．公的機関の他の委託、補助、助成制度等への類似プロジェクトの実施若しくは申請等の状況

	提案と関連のある研究開発課題で、国、独立行政法人、特殊法人、地方公共団体が行う事業で、実施中もしくは申請中及び申請予定のプロジェクトがあれば、｢テーマ名｣｢実施省庁等名｣｢事業名｣｢研究開発期間｣｢開発資金の額｣｢該当代表者｣「本提案との相違点」を記載してください。

	１０．専門用語の解説等

	今回の提案に使用した専門用語・略語について、個々に簡潔に解説してください。

事業化に必要な法令手続き(許認可・届出)がある場合は、記載してください。


	１１．コーディネータの推薦コメント

	当該事業化計画・研究テーマの魅力や、支援のポイントなどを、できるだけ具体的に記載してください。


【様式３】　2枚以内としてください。
事　業　計　画
（単位：千円）
	年　　度


	 　　　  ２５年度


	２６年度



	ｻﾌﾞﾃｰﾏ名
	企業名

又は機関名
	上 期
	下 期
	上 期
	下 期

	○○の開発

事業費：
　
（税込）
	株式会社

○○○○

事業費：

（税込）
	　　－

	○○部の
設計・組立

	○○の開発

　　


	○○の実証試験


	
	技術目標値
	　

－
	
	
	

	
	○○○○

大学
事業費：

（税込）
	－
	○○の分析部品の設計

	○○の実証

	

	
	
	
	
	
	

	
	技術目標値
	－
	
	
	

	事業費：
　
（税込）
	事業費：

（税込）
	　　－
	
	
	

	
	技術目標値
	　

　　－
	
	
	

	事業費：
　（税込）

	事業費：

（税込）
	　　－
	
	
	

	
	技術目標値
	　　　
　　－
	
	
	


【様式４】　１枚としてください。
販　売　計　画

　
	項　目
	２５年度
	２６年度
	２７年度
	２８年度
	２９年度

	製品等の販売想定推移

（Ａ）

販売想定額の合算

（百万円）


	
－
	
	
	
	

	製品・サービスの売上に関連した予想される市場規模の想定推移

（Ｂ）

（百万円）
	
	
	
	
	

	市場におけるシェアの想定推移

（Ｃ）

（％）
	
－
	
	
	
	


【様式５】

プロジェクトリーダー・サブリーダー

経歴書
	氏  名
	

	 ①　所属・役職名



	 ②　経歴（年数がわかるように記載してください）



	 ③　自社におけるプロジェクト経歴（３件以内）※１社単独開発でも記載していただいて結構ですが、他機関との共同研究プロジェクトの経験がある場合は優先的に記載願います。
 （記入例）

	
	プロジェクト名
	連携先
	

	
	 ・・・・・・・の研究
	 固有名詞ではなく、「他の企業２社」「○○大学」等を記載
	

	
	 ＊＊＊＊＊＊＊の技術開発
	
	

	
	
	
	

	

	④　当該技術開発のリーダーとしての適格な理由（事業化に対しての経験等）



	 ⑤　現在までに本人が発明者となっている特許リスト（３件以内）

 （記入例）

	
	 特許登録番号
	                名　　　称
	  提案テーマ関連
	

	
	 ＊＊＊
	 ＊＊＊装置
	
	

	
	 ・・・
	 ・・・・の方法
	       ○
	

	
	
	
	
	

	注）当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する場合は○を記載




　注）プロジェクトリーダー、サブリーダー各々について作成してください。

【様式６】

構　成　メ　ン　バ　ー　一　覧　表
	
	研究員氏名
	所    属
	役割分担
	関与時間／週

	府内本社中小企業
	(株)○○○○

　
　　○○　○○
○○　○○
　　○○　○○

	研究開発部

　○○○部

　代表取締役

	  ○○○○の設計
　○○○○の開発

　プロジェクトリーダー

	１０時間／週

１５時間／週

２０時間／週



	大学等研究機関
	○○○○大学

　　△△　△△

	　△△学部△△学科

	サブリーダー・△△の分析

	１０時間／週



	その他の企業
	
	
	
	


【様式７】
構成メンバー(企業)の概要
	企業名
	

	住　所
	〒　

本社住所を記入

	電話番号
	(　　　)　　　－
	FAX番号
	(　　　)　　　－

	代表者名
	

	設　立
	（西暦）　　　　年　　　月　　　日

	資本金
	（万円）

	従業員
	（人）

	ホームページ
	http://

	技術分野
	

	主な営業品目
	

	企業の概要

〃　ＰＲ

(200字以内)
	

	技術の強み、

技術を活かした製品のＰＲ

(400字以内)
	(技術名・製品名)

	
	


＜財務状況＞
                                        　　　　　       　　　　    （単位：百万円）

	決　算　期

	/


	/


	/



	①　売上高

(当期収入合計額)


	
	
	

	②　経常利益

(当期収入合計額-

当期支出合計額)


	
	
	

	③　当期利益


	
	
	

	④　減価償却費


	
	
	

	⑤　純資産の部合計

(正味財産の部合計)


	
	
	

	⑥　研究開発費


	
	
	


　 注）直近３期分の数値を記載してください。

	 財務状況説明




【様式８】
構成メンバー（大学等研究機関）の概要

　＊すべての大学等研究機関について記載してください。
	大学等研究機関名


	
	

	 種別

（国立、公立、私立、独立行政法人、公益法人、第３セクター）


	
	

	所在地（都道府県 市町村名）


	
	

	共同研究センター及び

リエゾンオフィス等の有無

（有る場合その名称を記載）


	
	

	当該プロジェクトで

  利用可能な設備名称 
	
	

	その他


	
	


注）リエゾンオフィスとは、研究管理統括及び他の参加研究機関との連絡等を行う大学内部の機関のこと。
（２部）








※提案者はグループの構成企業の数だけ適宜追加・削除願います。





他の様式との整合性と、税抜・税込の違いに注意ください。





補助対象額×2分の１以内





該当すると思われる分野を■に塗りつぶしてください。





可能な限り、


数値で記載願います。





事業化に必要な法令手続き(許認可・届出)がある場合は本様式中に適宜行を追加する等により明示願います。





販売を計画する製品・サービスが複数ある場合は適宜、行を追加願います。











想定価格×販売想定数量＝売上想定金額（Ａ）








（Ｃ）＝（Ａ）／（Ｂ）となっていることを確認
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